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表紙*電子提供措置用*

第82回 定時株主総会

招集ご通知
開催
日時

2026年３月27日（金曜日）
午前10時　(受付開始：午前９時)

開催
場所

東武ホテルレバント東京 ４階 「錦」
東京都墨田区錦糸一丁目２番２号

決議事項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）

５名選任の件
第２号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

議決権行使期限

2026年３月26日（木曜日）午後５時30分まで
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※株主総会にご出席の株主様にお配りしておりました
来場記念品（お土産）は取りやめとさせていただい
ております。何卒ご理解くださいますようお願い申
し上げます。

証券コード：5959
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経営理念

経営理念

okabeクオリティの
安全・安心を、世界中へ。
「安全・安心の提供を通じて社会に貢献する」

それが、創業以来、守りつづけてきたokabeの経営理念です。

私たちの技術や製品が、万一の災害・事故の際に、

人びとの暮らしを守るチカラになることを願って。

かけがえのない地球環境の保全につながることを想って。

これまで100年にわたり培ってきた技術力を活かし、

世界中で、豊かな社会づくりに貢献していきます。
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株主の皆様へ

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上
げます。ここに第82回定時株主総会招集ご通知をお届けいたし
ます。
　当社グループは、中期経営計画OX-2026の最終年度として、
掲げた戦略の総仕上げを行うとともに、次なる成長ステージへの
飛躍を目指し、会社の持続的発展と企業価値の向上に向け取り組
んでおります。
　今後のわが国経済につきましては、国土強靭化や老朽化対策な
どを背景に公共投資が底堅く推移する一方で、慢性的な建設労働
者の不足や鋼材価格の高止まりなど予断を許さない事業環境が想
定されます。このような経営環境の中、当社グループは資本コス
トを上回る収益性の確保を経営の最重要課題と位置づけ、規律あ
るM&Aにより収益基盤の強化を図ってまいります。
　まず、国内においては、建設現場の生産性向上や脱炭素に資す
る高付加価値製品・ソリューションの提案を強化するとともに、
社会インフラの老朽化に対応するメンテナンス事業などの新規事
業領域への展開を加速させ、新たな収益機会を創出いたします。
また、海外においては、グローバルガバナンスの一層の強化を図
りつつ、北米において増強した生産・物流拠点を最大限に活用
し、顧客ニーズを捉えた機動的な製品供給により、事業規模のさ
らなる拡大を図ってまいります。
　資本政策につきましては、資本効率の改善と株主還元の強化を
通じ、ROEの向上及びPBR１倍超の早期実現を目指してまいりま
す。特に2026年12月期は、必達目標として掲げるROE6%の達
成に向け邁進するとともに、これを通過点として、中長期的な
ROEの継続的な向上に向けた取組みを加速してまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援を
賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

2026年３月
代表取締役 社長執行役員

株主の皆様へ
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施工の省力化に貢献

大波・高潮から守る

高い耐震性能

地盤と建物を一体化させ
災害から守る

環境エネルギーを
足元から支える

水産資源を回復・育成、
CO₂吸収に貢献

ねばり強く
木造住宅を守る

浮魚礁 フリーフレーム

藻場礁・増殖礁

ベースパック

OSリング

クラウンパイル
アンカー

仮設・型枠製品

風力発電
基礎

防潮堤

ブレスターZ

効率的な漁業をアシスト

土砂災害から守る

累計施工延長　地球約2.4周分

国内トップシェア

現場の安全と
作業効率化に貢献

ゼロ

　柱脚被害「０」

【暮らしのなかに、okabeの製品】

グループ会社 製品開発者

34名

創業

1917年

従業員（連結）

966名

耐震製品などの建設関連製品事業を中心に、産業機械製品、海洋資材製品等も展開してい

ます。建材メーカーとして培った「技術力」で、豊かな社会づくりに貢献します。

国内 3社
海外 7社10社

（米国・インドネシア）

売上高 697億円 営業利益 47億円 事業内容

国内における仮設・型枠製品、
土木製商品、構造機材製商品の
製造販売業務及び建材商品の販
売業務並びに海外における建材
製商品の製造販売業務

建設関連製品事業

産業機械製品の製造販売業務、 
海洋資材製品の製造販売業務、 
自動車向けボルト・ナット類の 
販売業務及びテナントの賃貸業務

多角化事業（その他の事業）

2025年度
事業別
売上高構成比

2025年度
地域別
売上高構成比

多角化事業
（その他の事業）

10％
海外
30％

建設関連
製品事業
90％

国内
70％
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暮らしのなかに、okabeの製品
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暮らしのなかに、okabeの製品
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株主の皆様にお伝えしたい事（ご参考）
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業績ハイライト・株主還元について

業績ハイライト
　

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に
帰属する当期純利益

69,758 百万円 4,762 百万円 5,081 百万円 3,285 百万円

前期比　2.9％　 前期比　13.5％　 前期比　14.9％　 前期比　－％　

2023年度

78,152

2024年度

67,806

2025年度

69,758

2023年度

4,082

2024年度

4,194

2025年度

4,762

2023年度

4,303

2024年度

4,422

2025年度

5,081

2023年度

△5,472

2024年度

△874

2025年度

3,285

株主還元について
　

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
EPS(円) 54.13 81.30 △118.22 △18.91 71.78
年間配当金(円) 20 24 25 35 41
配当性向(％) 36.9 29.5 ― ― 57.1
DOE(％) 1.6 1.8 1.8 2.7 3.1

3,000

0

2,400

1,800

1,200

600

100.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

55.1％ 52.4％

75.5％

配当総額 自己株式取得総額 総還元性向
※2023・2024年度は当期純損失計上のため総還元性向の算出なし

　

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重
要課題として位置づけております。資本効率の
重要性を認識するとともに、財務体質の健全性
を維持した上で、業績に応じた利益配分を行う
こととし、持続的な成長の実現等により中長期
にわたる配当水準の安定的な向上を目指すこと
を基本方針としております。
　毎期の配当額は、配当性向40％以上を原則と
し、かつ株主資本配当率（DOE）３％以上を目
安にしております。
　また、株価の水準と機動的な資本政策等遂行
の必要性、財務体質への影響等を考慮したうえ
で、収益力強化とあわせた資本構成の最適化に
よるROEの向上及びPBR１倍超の達成を図るた
め、総合的に判断して、特別配当の実施及び自
己株式の取得を機動的に実行いたします。

－ 5 －
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中期経営計画OX-2026の進捗：トピックス

中期経営計画OX-2026の進捗：トピックス
　

　2026年、当社は中期経営計画OX-2026の最終年度を迎えます。okabeコーポレートビジョン2040の実現に
向け、各事業が着実に進展しており、目標の達成と、その先のさらなる飛躍への基盤が整いつつあります。

刷新した「セレクトベース」 ― 株式会社MTGの新本社社屋に採用
　建物の柱を支える露出型柱脚工法「セレクトベース」が、美容
ブランド「ReFa」等で知られる株式会社MTG様の「熱田本社・
研究開発センター（仮称）」に採用され、納入が完了いたしまし
た。
　2025年５月に刷新された本工法は、構成部材の一体化による現
場施工の簡略化や多様な設計ニーズへの対応、さらには性能向上
を通じた安全性と経済性の両立により、採用が拡大しています。
イノベーションが生まれる最先端の施設を、「柱脚被害ゼロ」の
実績を誇る当社の技術DNAを継承した「セレクトベース」が、足
元から力強く支えています。2026年度には売上15億円を目指し
ます。

インフラの長寿命化対策 ― 「レインフォースフレーム工法」を発売
　高度経済成長期に整備されたインフラが更新時期を迎える中、
のり面においても長寿命化対策が急務となっております。当社は
地山の劣化に対して機能を回復させる技術「レインフォースフレ
ーム工法」を2025年６月に発売しました。
　本工法は、従来の「壊して作り直す」手法とは異なり、既設の
フリーフレーム（構造物）を活かしながらのり面全体を補強する
サステナブルな工法です。今後さらに拡大が見込まれるインフラ
メンテナンス市場において、こうした社会課題に応えるため、当
社の技術力を活かし、国土強靭化と環境保全の両面から社会に貢
献してまいります。

－ 6 －



株主の皆様にお伝えしたい事（ご参考）
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中期経営計画OX-2026の進捗：トピックス

中期経営計画OX-2026の進捗：トピックス
　

北米市場での成長加速 ― OCMグループ、全米No.１への挑戦
　米国OCMグループは、2032年に「全米No.１コンクリー
トアクセサリー・メーカー」となることを目指し、事業を急
拡大させています。その成長の要となるのが、物流・生産拠
点の拡充です。2024年７月にフィラデルフィア新工場を、
2025年５月にはシカゴに従来の約2.6倍となる新倉庫を完成
させました。これにより「Made-in-USA」の生産体制と供
給能力を確立いたしました。今後はこの強固な生産・物流拠
点を基盤に「カスタマー・セントリック」をさらに加速さ
せ、自社の企画開発力に加え、将来的なM&Aも視野に入れ
た事業展開を通じて、北米市場でのシェアを確固たるものに
してまいります。

テレビ東京（地上波放送）で特集 ― 海を守り、収益を生む「藻場再生ビジネス」

番組詳細はテレ東BIZのYouTubeチャンネルへ⇒

　テレビ東京『BLUE DREAM』（2025年12月14日放送）
にて、当社の海洋事業が特集されました。番組では、単に藻
場礁（ブロック）を販売するだけでなく、海洋環境に関する
高度な専門知識を持った社員が、当社研究所で育てた「海藻
の苗」と「育成ノウハウ」をセットで提供する独自のビジネ
スモデルが紹介されました。脱炭素社会の切り札「ブルーカ
ーボン」に世界的な注目が高まる中、長年の研究で培った
「海藻の育成ノウハウ」こそが、当社の最大の競争優位性で
す。今後はこの技術力を武器に、環境保全と収益拡大を両立
させるビジネスモデルをさらに強化し、持続可能な社会の実
現に貢献するとともに、海外展開も見据えた新たな市場を切
り拓いてまいります。
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OX-2026の経営数値目標の進捗と修正・PBR1倍超の達成に向けて

OX-2026の経営数値目標の進捗と修正
　

●2024年度は米国訴訟関連の特損計上により最終赤字となりましたが、営業利益・経常利益は計画数値を上回
り着地。不採算事業からの撤退により、事業ポートフォリオの健全化を進めました。

●2025年度は工期遅延の影響等により売上高は計画比未達となったものの、高付加価値製品への販売注力等に
より、利益は計画数値を上回って着地しました。

●中期経営計画の最終年度となる2026年度は、利益目標の必達を前提に収益性改善を加速するとともに、資本
効率の向上と資本構成の最適化に向けた機動的な資本政策を実行してまいります。

2024年度計画 2024年度実績 2025年度計画 2025年度実績 2026年度計画
（当初目標）

2026年度計画
（修正目標）

売上高(百万円) 70,000 67,806 72,500 69,758 75,500 72,500
営業利益(百万円) 4,100 4,194 4,700 4,762 5,000 5,150

営業利益率 5.9％ 6.2％ 6.5％ 6.8％ 6.6％ 7.1％
当期純利益(百万円) 2,800 △874 3,120 3,285 3,320 3,700
ROE 4.7％ △1.4％ 5.2％ 5.4％ 6.0％ 6.0％
　

財務健全性

企業価値の最大化

PBR1倍超の達成に向けて
　
資本コスト経営/
投資家との対話

　●ROE8%以上目標
　●事業ポートフォリオ最適化
　●長期戦略の提示と
　ESG関連情報の
　積極的な開示

成長戦略･投資

株主還元の充実

　●持続的な成長のための
　設備投資
　●M&A
　●戦略投資
　●人的資本投資

　●配当性向原則40%以上
　●DOE3%以上目安
　●特別配当実施
　●自己株式取得
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招集ご通知

株 主 各 位 証券コード　5959
（発信日）2026年３月10日

（電子提供措置の開始日）2026年３月 ４日

東 京 都 墨 田 区 押 上 二 丁 目 ８ 番 ２ 号

代表取締役 社長執行役員 河瀬博英

　【当社ウェブサイト】
　https://www.okabe.co.jp/ir/stocks/meeting.html

　【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　【株主総会資料 掲載ウェブサイト】
　https://d.sokai.jp/5959/teiji/

第82回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第82回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本定時株主総会の株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）については、電子提
供措置をとっておりますので、以下のいずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいま
すようお願い申し上げます。

　（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「株主総会資料」の「第82回定時株主総会招集ご通知」
よりご確認ください。）

　（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「岡部」又は証券「コー
ド」に「5959」（半角）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類/PR情報」を順に選択し
て、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　（上記ウェブサイトにアクセスいただき、ご確認ください。）
　議決権行使につきましては、書面（郵送）又は電磁的方法（インターネット）により行使すること
ができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年３月26日（木曜日）午後
５時30分までに、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

敬　具
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招集ご通知

１．日　　時 2026年３月27日（金曜日）午前10時（受付開始 午前９時）

２．場　　所 東武ホテルレバント東京 ４階「錦」
東京都墨田区錦糸一丁目２番２号

３．目的事項 報告事項
１．第82期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）事業報告、連結計算書類

並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第82期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）計算書類報告の件
決議事項
第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第２号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

※株主総会にご出席くださる株主様とご出席がむずかしい株主様の公平性等を勘案し、株主総会にご出
席の株主様にお配りしておりました来場記念品（お土産）は取りやめとさせていただいております。
何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

※万一、何らかの事情により株主総会の開催場所を変更する場合は、上記記載の当社ウェブサイトに掲
載させていただきます。

※本総会の一部の模様を後日、当社ウェブサイトでオンデマンド配信する予定です。

記

以　上
▍電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求

をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、監査等委員会及び会計監査
人は次の事項を含む監査対象書類を監査しております。

　　① 事業報告の「新株予約権等の状況」
　　② 事業報告の「会計監査人の状況」
　　③ 事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
　　④ 事業報告の「会社の支配に関する基本方針」

⑤ 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」
⑥ 連結計算書類の「連結注記表」
⑦ 計算書類の「株主資本等変動計算書」
⑧ 計算書類の「個別注記表」

▍電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、
修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げま
す。議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、切手を貼らずに
ご投函ください。議案に対する賛否
の表示がない場合は、賛成の表示が
あったものとしてお取り扱いいたし
ます。

次のページの案内に従って、議案の
賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2026年３月27日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

2026年３月26日（木曜日）
午後５時30分到着分まで

2026年３月26日（木曜日）
午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案
⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、反対する
候補者の番号をご記入ください。

第２号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。
　書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議
決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行わ
れたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

－ 11 －
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議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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期末配当金のお支払いについて

配当財産の種類 金銭
当社普通株式１株当たり 金21円（普通配当16円、特別配当５円）
配当総額 963,358,620円

2026年３月11日

第82期期末配当金のお支払いについて

　当社は、2026年２月27日開催の取締役会において、第82期（2025年１月１日から
2025年12月31日まで）の期末配当金につき、下記のとおり決議しております。

記

１．配当財産の割当に関する事項及びその総額

２．剰余金の配当が効力を生じる日

　つきましては、2026年３月11日を支払開始日として、１株当たり21円（普通配当16
円、特別配当５円）をお支払いさせていただきますので、本招集ご通知とあわせてお送
りする期末配当金領収証により、お近くのゆうちょ銀行全国本支店及び出張所並びに郵
便局において、お受け取りいただきますようお願い申し上げます。
　なお、銀行口座振込ご指定の株主様は、本招集ご通知とあわせてお送りいたしました
「第82期期末配当金計算書」及び「配当金振込先ご確認のご案内」をご確認くださいま
すようお願い申し上げます。（株式数比例配分方式をご指定の株主様は、お取引のある
証券会社にお問合せくださいますようお願い申し上げます。）

－ 13 －
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取締役選任議案

　 株主総会参考書類
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

候補者番号 氏名 現在の当社における地位及び担当等

1  か わ  

河
せ

瀬
 

　
ひ ろ

博
ひ で

英 代表取締役　社長執行役員 再 任
　

2 か

甲
い

斐
 

　
と し

寿
の り

徳 取締役　常務執行役員
営業部門管掌 再 任

　

3 え

江
か わ

川　
ひ さ

寿
の り

紀 取締役　執行役員
管理部統括部長 再 任

　

4 は

長
せ

谷
が わ

川
 

　
な お

直
や

哉 社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

5 や ま

山
ぐ ち

口
 

　
う ね

畝
み

誉 社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

再 任 再任取締役候補者 新 任 新任取締役候補者
社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員候補者

本定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）７名
全員は任期満了となります。つきましては、取締役会において戦略的かつ機動的に意思決定が行えるよう２名減員
し、取締役５名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査等委員会は、すべての取締役候補者について適任であると判断しております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 14 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 1 か わ

河
せ

瀬
 

　
ひ ろ

博
ひ で

英 （1965年11月26日生）
再 任

所有する当社の株式数…… 112,561株　
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

    1988年    3 月 当社入社
    2010年    1 月 当社沖縄支店長
    2013年    4 月 当社九州支店長
    2016年    1 月 当社ベースパック事業部長
    2018年    1 月 当社マーケティング室長
    2018年    3 月 当社執行役員マーケティング室長

    2019年    3 月 当社取締役マーケティング室長
    2020年    3 月 当社取締役上席執行役員

本社営業部統括部長
    2021年    3 月 当社代表取締役社長執行役員

現在に至る

取締役候補者とした理由
河瀬博英氏は、当社グループにて沖縄支店長、九州支店長、ベースパック事業部長、マーケティング

室長、本社営業部統括部長を務めるなど豊富な経験と幅広い見識を有し、2019年３月より当社の取締役
として経営に携わっております。また、2021年３月より当社の代表取締役社長執行役員として当社グル
ープを統括しており、経営計画の策定を指揮し、計画の遂行に強いリーダーシップを発揮しておりま
す。これらのことから、当社グループの企業価値向上に必要な人材であると判断し、同氏を引き続き取
締役候補者といたしました。

候補者
番　号 ２ か

甲
い

斐
 

　
と し

寿
の り

徳 （1965年11月16日生）
再 任

所有する当社の株式数…… 50,415株　
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

    1989年    12月 当社入社
    2012年    4 月 当社関西支店大阪営業部長
    2013年    4 月 当社沖縄支店長
    2016年    1 月 当社九州支店長
    2017年    4 月 当社東京支店長
    2019年    3 月 当社執行役員東京支店長
    2021年    3 月 当社取締役上席執行役員本社営業部統括部長

    2022年    1 月 当社取締役上席執行役員営業部統括部長
    2024年    3 月 当社取締役常務執行役員営業部門管掌

現在に至る

取締役候補者とした理由
甲斐寿徳氏は、当社グループにて沖縄支店長、九州支店長、東京支店長、営業部統括部長、営業部門

管掌を務めるなど豊富な経験と幅広い見識を有し、2021年３月より当社の取締役として経営に携わって
おります。これらのことから、当社グループの企業価値向上に必要な人材であると判断し、同氏を引き
続き取締役候補者といたしました。

－ 15 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 ３ え

江
か わ

川　
ひ さ

寿
の り

紀 （1965年３月26日生）
再 任

所有する当社の株式数…… 20,283株　
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

    2018年    10月 当社入社
    2019年    4 月 当社管理部経理財務グループ部長
    2021年    3 月 当社執行役員管理部経理財務グループ部長
    2022年    3 月 当社執行役員管理部経理財務グループ部長兼情報システムグループ統括部長
    2024年    1 月 当社執行役員管理部経理財務グループ部長
    2025年    3 月 当社取締役執行役員管理部統括部長 現在に至る

取締役候補者とした理由
江川寿紀氏は、当社グループにて管理部経理財務グループ部長、情報システムグループ統括部長、管

理部統括部長を務めるなど豊富な経験と幅広い見識を有し、2025年３月より当社の取締役として経営に
携わっております。これらのことから、当社グループの企業価値向上に必要な人材であると判断し、同
氏を引き続き取締役候補者といたしました。

候補者
番　号 ４ は

長
せ

谷
が わ

川　
な お

直
や

哉 （1958年11月７日生）
再 任 社 外 独 立

所有する当社の株式数…… 4,313株　
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

    1982年    4 月 安田火災海上保険株式会社
（現 損害保険ジャパン株式会社）入社

    1998年    3 月 法政大学社会科学研究科修士課程修了
経営学修士

    2002年    3 月 早稲田大学法学研究科修士課程修了
法学修士

    2005年    3 月 横浜国立大学国際社会科学研究科博士
後期課程修了 経営学博士

    2011年    4 月 法政大学人間環境学部人間環境学科教授
現在に至る

    2020年    4 月 サッポロホールディングス株式会社
サステナビリティ・シニアアドバイザー

    2021年    3 月 当社社外取締役
現在に至る

    2021年    6 月 日産東京販売ホールディングス株式会社
社外取締役
現在に至る

    2022年    10月 株式会社シルバーライフ
社外取締役（監査等委員）
現在に至る

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
長谷川直哉氏は、サステナビリティ経営、CSR（企業の社会的責任）、企業倫理及び企業家史を専門

分野としており、高い見識及び専門性を有しておられます。同氏は、過去に社外取締役となること以外
の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、企業人としてまた学識経験者として、豊富な経
験を有しておられることから、当社グループの企業価値を高めるSDGs戦略の構築に必要な人材であると
判断し、また、経営の監督に加え、中長期的な企業価値向上の観点から当社の経営全般に対して意見・
助言をいただくことが期待できることから、同氏を引き続き社外取締役候補者といたしました。

同氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての通算の在任期間は、本総会終結
の時をもって５年となります。

－ 16 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 ５ や ま

山
ぐ ち

口
 

　
う ね

畝
み

誉 （1962年11月26日生）
再 任 社 外 独 立

所有する当社の株式数…… －株　
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

    1985年    4 月 ジョンスワイヤエンドサンズ（ジャパ
ン）リミテッド入社

    1993年    6 月 アップルコンピュータ株式会社（現 Apple 
Japan合同会社）営業本部販売推進課課長

    1998年    1 月 コンパックコンピュータ株式会社（現 株式会
社日本HP）経営企画統括本部宣伝部部長

    2002年    10月 日本ピープルソフト株式会社（現 日本オラ
クル株式会社）マーケティング本部部長

    2003年    7 月 日本テレコム株式会社（現 ソフトバンク
株式会社）コンシューマ事業本部マーケ
ティング部部長

    2005年    6 月 株式会社ロジクール新規事業開発部部長
    2008年    2 月 日本マイクロソフト株式会社ゼネラルビジ

ネスマーケティング統括本部統括本部長

    2010年    7 月 EMCジャパン株式会社（現 デル・テクノ
ロジーズ株式会社）パートナー営業本部　
パートナービジネス推進部部長

    2018年    1 月 リコージャパン株式会社執行役員
ICT事業本部副事業本部長

    2018年    4 月 リコーITソリューションズ株式会社取締役
    2020年    4 月 U・アカデミー代表

現在に至る
    2022年    6 月 株式会社MCJ社外取締役

現在に至る
    2024年    3 月 株式会社ブロードリーフ社外取締役

現在に至る
    2024年    3 月 当社社外取締役

現在に至る
    2024年    6 月 ブロードメディア株式会社社外取締役

現在に至る

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
山口畝誉氏は、ICT分野のグローバル企業におけるビジネスプランニング、マーケティング、プロジ

ェクトマネジメント業務及び企業経営者としての豊富な経験と高い見識を有しておられることから、当
社グループの企業価値向上に必要な人材であると判断し、また、経営の監督に加え、中長期的な企業価
値向上の観点から当社の経営全般に対して意見・助言をいただくことが期待できることから、同氏を引
き続き社外取締役候補者といたしました。

同氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての通算の在任期間は、本総会終結
の時をもって２年となります。

（注）１．所有する当社の株式数には、役員持株会名義で所有する持分株式数を含んでおります。
２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３．長谷川直哉氏及び山口畝誉氏は、社外取締役候補者であります。
４．当社は長谷川直哉氏及び山口畝誉氏との間で、会社法第427条第１項及び当社定款の定めに基づき、責任限定契約を締結しており、両

氏が選任された場合には、当該契約を継続する予定であります。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額としておりま
す。

５．当社は、長谷川直哉氏及び山口畝誉氏を東京証券取引所に独立役員として届け出ており、両氏が選任された場合には、改めて両氏を独
立役員として届け出る予定であります。

６．山口畝誉氏の戸籍上の氏名は関根畝美であります。
７．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を締結しており、2026年４月

に更新する予定であります。なお、その概要は次のとおりであります。
(1) 被保険者

当社の取締役及び執行役員、当社連結子会社及び当社非連結子会社の取締役及び監査役、並びに、それらの退任者が被保険者になります。
(2) 被保険者の負担割合

０％
(3) 填補の対象となる保険事故の概要

被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じることのある損害について填補するものです。
(4) 職務執行の適正性が損なわれないようにするための措置

縮小支払割合及び免責金額等を定めております。

－ 17 －
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取締役のスキル・マトリックス

取締役
（現任・候補者含む）

取締役に対して期待するスキル・経験

企業
経営

新規
事業

DX・
ICT

財務・
会計

法務・
リスクマネ
ジメント

人事・
ダイバー
シティ

グローバル
営業・
マーケテ
ィング

研究
開発

製造・
生産技術

ESG・
サステナ
ビリティ

取
締
役

河瀬博英 男性 再 任
　

● ● ● ●

甲斐寿徳 男性 再 任
　

● ●

江川寿紀 男性 再 任
　

● ● ● ●

長谷川直哉 男性 再 任
　

社 外
　

独 立
　

● ● ●

山口畝誉 女性 再 任
　

社 外
　

独 立
　

● ● ● ●

取
締
役
︵
監
査
等
委
員
︶

遠藤年誠 男性 ● ● ● ●

野田弘子 女性 社 外
　

独 立
　

● ● ● ●

高橋　均 男性 社 外
　

独 立
　

● ● ●

【ご参考】取締役のスキル・マトリックス
当社の中長期的な方向性や経営戦略に基づき、取締役会構成員に対して期待するスキル・経験を特定した上で、各

取締役が有するスキル・経験のうち、特に貢献が期待されるスキル・経験を以下のとおり一覧表にしております。

（注）上記一覧表は各取締役が有するスキルを最大４つまで記載したもので、保有するすべてのスキルを表すものではありません。

－ 18 －
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取締役のスキル・マトリックス

企業経営 取締役会に期待される、経営を監視する役割及び経営の明確な方向性を示す役割を果たす
ため、企業経営・事業ユニット経営に関する知識・経験が必要である。

新規事業 新たな事業の柱の構築を推進していくため、新規事業開発に関する知識や新規事業立上げ
の責任者としての経験が必要である。

DX・ICT 顧客への新たな価値提供においてICTの活用・浸透が重要であることから、DXを推進
し、これを強みとする企業体質を構築することができる幅広い知見・経験が必要である。

財務・会計 強固な財務基盤を構築することはもとより、成長投資と株主還元を両立させた企業価値の
向上及び持続的な成長を目指すため、財務・会計に関する知識・経験が必要である。

法務・リスクマネジメント
ガバナンス体制の構築、コンプライアンスの向上、リスクマネジメントの徹底により、持
続的な企業価値向上の基盤をつくるための法務やリスクマネジメントに関する知識・経験
が必要である。

人事・ダイバーシティ
多様な人財の活躍及びこれを支える組織開発を促進することが重要であり、人的資源を有
効に活用し、事業に貢献する施策を実施していくことができる幅広い知見・経験が必要で
ある。

グローバル
当社グループの今後の企業価値の向上にはグローバル事業の成長戦略の策定及び経営監督
が重要であることから、海外事業のマネジメント経験や海外の事業環境などに関する豊富
な知識・経験が必要である。

営業・マーケティング
顧客満足を生み出すとともに、市場から競争戦略につながる有益な情報を得て、さらなる
顧客層の拡大を図っていくためには、営業やマーケティングに関する知識・経験が必要で
ある。

研究開発
優れた製品・サービスの提供や、高品質を維持し、新たなイノベーションの創出による持
続的な成長及び企業価値の向上を実現するためには、研究開発に関する専門的な知識・経
験が必要である。

製造・生産技術
優れた製品・サービスの提供や、高品質を維持し、新たなイノベーションの創出による持
続的な成長及び企業価値の向上を実現するためには、製造・生産技術に関する専門的な知
識・経験が必要である。

ESG・サステナビリティ
当社グループのサステナビリティ基本方針に則り、ESGに関する課題に向き合い、長期的
な視野を持って持続的な成長及び企業価値の向上を実現するためには、ESGやサステナビ
リティに関する幅広い知見・経験が必要である。

スキル・マトリックス各項目の選定理由

－ 19 －
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補欠監査等委員選任議案

第２号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

氏　　　　　名
（生 年 月 日） 略歴（重要な兼職の状況） 所有する当社の

株式数

よ こ

横
つ か

塚
 

　
あ き ら

章
(1954年７月14日生)

    1985年    4 月 東京弁護士会登録
    1991年    3 月 垰野・亀丸・横塚法律事務所（現 あかね法律事務所）開設
    2001年    11月 あかね法律事務所 代表弁護士

現在に至る
    2019年    5 月 株式会社パパネッツ社外監査役

現在に至る

－株

補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
横塚　章氏は、過去に社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、弁護士として企

業法務やコンプライアンスにも精通しており、実務経験も豊富であることから、社外取締役として経営陣から独立した立場
で、その職務を適切に遂行できるものと判断し、補欠の監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員である取締役１名の
選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 横塚　章氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
３. 横塚　章氏が社外取締役に就任された場合には、当社は同氏との間で会社法第427条第１項及び当社定款の定めに基

づき、責任限定契約を締結する予定であり、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額としております。
４. 横塚　章氏が社外取締役に就任された場合には、当社は同氏を東京証券取引所に独立役員として届け出る予定であり

ます。
５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を締結して

おり、横塚　章氏が社外取締役に就任した場合、同氏は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。な
お、その概要は次のとおりであります。

(1) 被保険者
当社の取締役及び執行役員、当社連結子会社及び当社非連結子会社の取締役及び監査役、並びに、それらの退任者が被保険者になります。

(2) 被保険者の負担割合
０％

(3) 填補の対象となる保険事故の概要
被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じることのある損害について填補するものです。

(4) 職務執行の適正性が損なわれないようにするための措置
縮小支払割合及び免責金額等を定めております。

以　上

－ 20 －
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当事業年度の事業の状況

　 事業報告 （2025年１月１日から2025年12月31日まで）

1 企業集団の現況

第81期
（2024年12月期）

第82期
（2025年12月期）

前連結会計年度比
増減率

売上高 （百万円） 67,806 69,758 2.9%増

営業利益 （百万円） 4,194 4,762 13.5%増

経常利益 （百万円） 4,422 5,081 14.9%増
親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△） （百万円） △874 3,285 ―

（１）当連結会計年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、物価高騰による個人消費の伸び悩みや米国の通商政策の動向による景気
の下振れリスクの高まりなどが景気の下押し圧力となったものの、賃上げによる雇用・所得環境の改善や各種政策
の効果等により緩やかな回復基調で推移いたしました。

当社グループの主な需要先であります建設業界におきましては、公共投資は補正予算の効果等もあり底堅く推移
し、民間設備投資も緩やかに持ち直しているものの、慢性的な建設労働者不足による着工の遅れや鋼材価格の高止
まり等も影響し、依然として厳しい環境で推移いたしました。

このような経営環境のなか、当社グループは、中期経営計画「OX-2026（okabe Transformation 2026）」に
おいて、カスタマー・セントリック（顧客が抱える課題を最優先で解決するための体制整備と取組みの実施）、人
的資本経営の実践と経営基盤の強化、DXのさらなる推進の３つを事業戦略の骨子として掲げ、会社の持続的発展
と企業価値の向上に向け取り組んでまいりました。
　これらの事業環境や取組みの結果、当連結会計年度における連結業績は、売上高は697億５千８百万円（前連結
会計年度比2.9％増）、営業利益は47億６千２百万円（前連結会計年度比13.5％増）、経常利益は50億８千１百万
円（前連結会計年度比14.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は32億８千５百万円（前連結会計年度は８
億７千４百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりました。

－ 21 －
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当事業年度の事業の状況

建設関連製品事業
売上高 63,079百万円

国内における建設関連製品の売上高を製品別にみますと、仮設・型枠製品は、新
工法「型枠一本締め工法」関連製品の拡販及びレンタルサービスの展開、並びに各
種キャンペーンなどの販売数量を増加させる取組みを実施したものの、鉄筋コンク
リート造物件の着工床面積減少及び建設労働者不足や建設コスト高騰に伴う工事遅
延などが影響し、売上高が低調に推移した結果、前連結会計年度に比べ8.7％の減
少となりました。

土木製商品は、政府が進める国土強靭化政策を背景とした土砂災害防止関連製品
の需要取込みに注力したことや、災害復旧支援事業案件の受注などが寄与した結
果、前連結会計年度に比べ7.2％の増加となりました。

構造機材製商品は、鉄骨造物件の着工床面積が減少しているものの、鉄骨造向け
柱脚製品（セレクトベース）改良版の販売開始や、大型物件における需要の取込
み、中小物件向けの営業強化などの施策が奏功し、前連結会計年度に比べ1.6％の
増加となりました。

海外における建設関連製品の売上高は、米国において、インフラ関連の建設需要
を取り込むとともに、新倉庫の完成に伴う即納体制の強化により主要製品の販売が
堅調に推移した結果、前連結会計年度に比べ12.2％の増加となりました。

これらの結果、建設関連製品事業における売上高は630億７千９百万円（前連結
会計年度比2.6%増）となり、営業利益は37億４千７百万円（前連結会計年度比
8.7%増）となりました。

（ 2.6％増 ）

営業利益 3,747百万円
（ 8.7％増 ）

その他の事業
売上高 6,679百万円 産業機械製品は、顧客ニーズに応じた特注品などの高付加価値製品の拡販に注力

した結果、売上高は前連結会計年度に比べ増加いたしました。
海洋資材製品については、大型浮魚礁製品の販売が期中まで堅調に推移したもの

の、期末にかけて大型案件が進捗した昨年と比べて販売がやや鈍化した結果、売上
高は前連結会計年度に比べ減少いたしました。

自動車関連製品は、トラック・トレイラー市場が先行き不透明な状況で推移した
ものの、関税の影響を踏まえた価格対応や主要顧客への営業強化により、売上高は
前連結会計年度に比べ増加いたしました。

これらの結果、その他の事業における売上高は66億７千９百万円（前連結会計
年度比5.7％増）、営業利益は10億１千５百万円（前連結会計年度比36.0％増）と
なりました。

（ 5.7％増 ）

営業利益 1,015百万円
（ 36.0％増 ）

事業別の業績は次のとおりであります。

（注）（　）内の増減率は、前連結会計年度比増減率を表示しております。
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当事業年度の事業の状況

前連結会計年度
（2024年12月期）

当連結会計年度
（2025年12月期）

前連結
会計年度比

増減率金額 構成比 金額 構成比

建設関連
製品事業

百万円 ％ 百万円 ％ ％
仮設・型枠製品 7,057 10.4 6,441 9.2 △8.7
土木製商品 6,892 10.2 7,387 10.6 7.2
構造機材製商品 20,207 29.8 20,534 29.5 1.6
建材商品 11,011 16.2 10,412 14.9 △5.4

国内計 45,167 66.6 44,776 64.2 △0.9

建材製商品 16,318 24.1 18,302 26.2 12.2

海外計 16,318 24.1 18,302 26.2 12.2

当事業計 61,485 90.7 63,079 90.4 2.6

その他の事業 6,321 9.3 6,679 9.6 5.7

合　計 67,806 100.0 69,758 100.0 2.9

（参考）連結事業別・製品別売上高

（注）　その他の事業は、当社のコア事業である建設関連製品事業に属さない事業であり、産業機械製品の製造販売業務、海洋資材製品の製造販売業
務、自動車向けボルト・ナット類の販売業務を行っております。
　なお、PT. Okabe Hardware Indonesiaはテナント賃貸業務を行っておりましたが、2025年12月21日の店舗閉鎖に伴い、テナント賃貸事
業の廃止を決定し、当該事業の整理を進めております。
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当事業年度の事業の状況

② 設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は25億１百万円であります。
　その主なものは、国内における生産設備の更新、脱炭素投資及びDX投資（建設関連製品事業）、並びに米国に
おける生産設備の拡充及び新倉庫の完成（建設関連製品事業）等であります。

③ 資金調達の状況
　該当する事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当する事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当する事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当する事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当する事項はありません。
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財産及び損益の状況、重要な子会社の状況

第79期
（2022年12月期）

第80期
（2023年12月期）

第81期
（2024年12月期）

当連結会計年度
第82期

（2025年12月期）
売上高 （百万円） 76,854 78,152 67,806 69,758
営業利益 （百万円） 5,271 4,082 4,194 4,762
営業利益率 （%） 6.9 5.2 6.2 6.8
親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△） （百万円） 3,848 △5,472 △874 3,285
1株当たり当期純利益又は
1株当たり当期純損失（△） （円） 81.30 △118.22 △18.91 71.78

総資産 （百万円） 103,894 89,885 86,993 85,030
純資産 （百万円） 67,111 62,060 59,541 61,906
1株当たり純資産額 （円） 1,432.47 1,343.98 1,286.99 1,356.57

（２）直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、自己株式控除後の期中平均発行済株式総数により算出しております。
２. １株当たり純資産額は、自己株式控除後の期末発行済株式総数により算出しております。
３. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）を算定するための普通株式の期中平均自己株式数、１株当たり純資産額を算定する

ための普通株式の自己株式数には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式を含めております。
４. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を2022年12月期の期首から適用し、約束した財又はサービ

スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容
株式会社河原 490百万円 100％ 産業機械製品の製造販売
OCM, Inc. 6,130万米ドル 100％ 建設資機材の販売
OCM Manufacturing LLC 4,100万米ドル 100％ 建設資機材の製造
Okabe Real Estate Holdings LLC 1,900万米ドル 100％ 米国内の建設関連製品事業用不動産の管理

PT. Okabe Hardware Indonesia 390,000百万
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾙﾋﾟｱ 100％ 建設資機材の販売

PT. Okabe Retail Indonesia 50,000百万
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾙﾋﾟｱ 100％ ―

オカベCO., INC. 1,560万米ドル 100％ 自動車用ボルト・ナット類の販売

（３）重要な子会社の状況

（注）１．OCM Manufacturing LLC及びOkabe Real Estate Holdings LLCはOCM, Inc.の100%子会社であります。
２．PT. Okabe Retail IndonesiaはPT. Okabe Hardware Indonesiaの子会社であり、その出資比率は、PT. Okabe Hardware 

Indonesia99%、当社１%であります。
３．PT. Okabe Retail Indonesiaは他社建材商品を仕入れ、店舗販売しておりましたが、2025年10月６日開催の当社取締役会決議に基づ

き、2025年12月21日をもって店舗を閉鎖し、当該事業を廃止いたしました。
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対処すべき課題

（４）対処すべき課題
今後のわが国経済につきましては、公共投資は国土強靭化や老朽化対策などを背景に底堅く推移し、民間設備投

資は企業収益の改善や省力化投資への需要から持ち直し傾向が続くことが見込まれます。一方で、慢性的な建設労
働者の不足や鋼材価格の高止まりなど引き続き注視が必要な状況であり、事業環境としては予断を許さない状況が
想定されます。

このような経営環境のなか、当社グループは、中期経営計画「OX-2026（okabe Transformation 2026）」の
最終年度として、掲げた戦略の総仕上げを行うとともに、次なる成長ステージへの飛躍を目指してまいります。
OX-2026では、カスタマー・セントリック（顧客が抱える課題を最優先で解決するための体制整備と取組みの実
施）、人的資本経営の実践と経営基盤の強化、DXのさらなる推進の３つを事業戦略の骨子として掲げ、会社の持
続的発展と企業価値の向上に向け取り組んでおります。

国内においては、建設現場の生産性向上や脱炭素に資する高付加価値製品・ソリューションの提案を強化すると
ともに、社会インフラの老朽化に対応するメンテナンス事業などの新規事業領域への展開を加速させ、新たな収益
機会を創出いたします。海外においては、グローバルガバナンスの一層の強化を図りつつ、北米において増強した
生産・物流拠点を最大限に活用し、顧客ニーズを捉えた機動的な製品供給により、事業規模のさらなる拡大を図っ
てまいります。

当社グループは、戦略的な成長投資による収益基盤の強化と持続的な企業価値向上を図るとともに、資本効率の
改善と株主還元の強化を通じ、ROEの向上及びPBR１倍超の早期実現を目指してまいります。特に2026年12月期
は、必達目標として掲げるROE６％の達成に向け邁進するとともに、これを通過点として、中長期的なROEの継
続的な向上に向けた取組みを加速してまいります。
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場等

（５）主要な事業内容 （2025年12月31日現在）

建設関連製品事業……国内における仮設・型枠製品、土木製商品、構造機材製商品の製造販売業務及び建材商
品の販売業務並びに海外における建材製商品の製造販売業務

その他の事業…………産業機械製品の製造販売業務、海洋資材製品の製造販売業務、自動車向けボルト・ナッ
ト類の販売業務及びテナントの賃貸業務

（注）建材製商品の仕入れ販売を主な事業とするPT. Okabe Hardware Indonesiaは、非建設関連製品事業としてテナント賃貸を行っておりまし
たが、店舗の閉鎖に伴いその他の事業に属するテナント賃貸事業の廃止を決定し、当該事業の整理を進めております。

（６）主要な営業所及び工場等 （2025年12月31日現在）

名称 所在地 名称 所在地
本社 東京都墨田区 中四国支店 広島県広島市
北海道支店 北海道札幌市 九州支店 福岡県糟屋郡志免町
東北支店 宮城県仙台市 沖縄支店 沖縄県豊見城市
信越支店 新潟県新潟市 久喜工場 埼玉県久喜市
東京支店 東京都墨田区 茨城工場 茨城県下妻市
名古屋支店 愛知県小牧市 京都工場 京都府久世郡久御山町
関西支店 大阪府吹田市

会社名 名称 所在地

株式会社河原 本社
工場

広島県福山市
広島県尾道市

オカベCO., INC. 本社 米国　イリノイ州
OCM, Inc. 本社 米国　イリノイ州
OCM Manufacturing LLC 本社・工場 米国　ペンシルベニア州
PT. Okabe Hardware Indonesia 本社 インドネシア　バンテン州
PT. Okabe Retail Indonesia 本社 インドネシア　バンテン州

① 当社の主要な営業所及び工場

② 子会社の主要な営業所及び工場等

（注）PT. Okabe Retail Indonesiaは他社建材商品を仕入れ、店舗販売しておりましたが、2025年12月21日をもって店舗を閉鎖いたしました。
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

（７）使用人の状況 （2025年12月31日現在）

事業部門 使用人数 前連結会計年度末比増減
建設関連製品事業 854（217）名 9 （△9）名
その他の事業 112 （24）名 16 （4）名

合　　計 966（241）名 25 （△5）名

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
618（72）名 △5（6）名 40.5歳 14.7年

① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

（８）主要な借入先の状況 （2025年12月31日現在）

借入先 借入額
株式会社みずほ銀行 2,441百万円
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,665百万円

（９）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当する事項はありません。
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株式の状況

2 会社の現況
（１）株式の状況 （2025年12月31日現在）

① 発行可能株式総数 200,000,000株
② 発行済株式の総数 47,290,632株
③ 株主数 27,867名
④ 大株主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率

トルク株式会社 5,355千株 11.67％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,581千株 9.98％

日本生命保険相互会社
（常任代理人　日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 1,388千株 3.02％

株式会社みずほ銀行
（常任代理人　株式会社日本カストディ銀行） 1,134千株 2.47％

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,015千株 2.21％

岡部　和子 1,004千株 2.19％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 947千株 2.06％

第一生命保険株式会社
（常任代理人　株式会社日本カストディ銀行） 870千株 1.89％

エムエム建材株式会社 600千株 1.30％

東京海上日動火災保険株式会社 591千株 1.28％

（注）１. 当社は、自己株式を1,416,412株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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株式の状況

株式数 交付対象者数
取締役（執行役員を兼務しない取締役、社外取締役及び監査
等委員である取締役を除く。） 36,400株 4名

社外取締役（監査等委員である取締役を除く。） － －

監査等委員である取締役 － －

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、「２．（２）④取締役の報酬等」に記載しております。

⑥ その他株式に関する重要な事項
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、当社及び当社グループ会社従業員の労働意欲の向上や従業員の経営参画意識を促し、かつ従業員の福
利厚生制度の拡充を目的とし、自社の株式を従業員に交付する制度である信託型の従業員インセンティブプラン
「株式付与ESOP信託」を導入しております。
イ．取引の概要

本制度では、株式付与ESOP（Employee Stock Ownership Plan）信託（以下「ESOP信託」という。）と
称される仕組みを採用します。ESOP信託とは、米国のESOP制度を参考にした従業員インセンティブプランで
あり、ESOP信託が取得した株式を、予め定める株式交付規程に基づき、一定の要件を満たした従業員に対し交
付するものであります。

本制度に係る会計処理については「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱
い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）を適用しております。

ロ．信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の当事業年度末における帳簿価額及び株式数は、212百万円、
252,802株であります。
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会社役員の状況

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役 社長執行役員 河　瀬　博　英
取締役 常務執行役員 三　上　俊　彦 国際部門管掌
取締役 常務執行役員 甲　斐　寿　徳 営業部門管掌
取締役 執行役員 江　川　寿　紀 管理部統括部長

社外取締役 長 谷 川　直 哉
法政大学人間環境学部人間環境学科　教授
日産東京販売ホールディングス株式会社　社外取締役
株式会社シルバーライフ　社外取締役（監査等委員）

社外取締役 西　海　和　久

社外取締役 山　口　畝　誉
U・アカデミー　代表
株式会社MCJ　社外取締役
株式会社ブロードリーフ　社外取締役
ブロードメディア株式会社　社外取締役

取締役（監査等委員・常勤） 遠　藤　年　誠 監査等委員会　委員長

取締役（監査等委員） 野　田　弘　子

野田公認会計士事務所　代表公認会計士
プロビティコンサルティング株式会社　代表取締役
亜細亜大学大学院アジア・国際経営戦略研究科　非常勤講師
エステー株式会社　社外取締役
三井海洋開発株式会社　社外取締役（監査等委員）
蝶理株式会社　社外取締役（監査等委員）

取締役（監査等委員） 高　橋　　　均 獨協大学法学部　教授
日置電機株式会社　社外監査役

（２）会社役員の状況
① 取締役の状況（2025年12月31日現在）

（注）１. 取締役 長谷川直哉氏、西海和久氏及び山口畝誉氏、並びに取締役（監査等委員）野田弘子氏及び高橋　均氏は、社外取締役でありま
す。

２. 取締役 長谷川直哉氏は、企業人としてまた学識研究者として、当社のSDGs戦略に必要となる高い見識及び専門性を有しております。
３. 取締役 西海和久氏は、企業経営者としての豊富な経験と高い見識、並びに豊富な業務経験を有しております。
４. 取締役 山口畝誉氏は、企業経営者としての豊富な経験と高い見識、並びにICT分野のグローバル企業における豊富な業務経験を有して

おります。
５. 取締役 山口畝誉氏の戸籍上の氏名は関根畝美であります。
６. 取締役（監査等委員・常勤）遠藤年誠氏は、当社において長年にわたり要職を務めるなど当社の健全かつ適切な運営に必要となる豊富

な経験と幅広い見識を有しております。
７. 取締役（監査等委員）野田弘子氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
８. 取締役（監査等委員）高橋　均氏は、商法、会社法、金融商品取引法及び企業法務に精通し、特に海外ガバナンスに関する高い見識を

有しております。
９. 当社の監査等委員会の体制は、次のとおりであります。

委員長　遠藤年誠氏、委員　野田弘子氏、委員　高橋　均氏
なお、遠藤年誠氏は常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定している理由は、取締役会以外の重要な会議等への出席
や、内部監査部門等との連携を密に図ることにより得られた情報をもとに、監査等委員会による監査の実効性を高めるためでありま
す。
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10. 当社は、取締役 長谷川直哉氏、西海和久氏及び山口畝誉氏、並びに取締役（監査等委員）野田弘子氏及び高橋　均氏を東京証券取引所
の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役の全員は、会社法第427条第１項及び当社定款の定めに基づき、任務を怠ったことによる損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。

③ 役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約に関する事項
当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を

締結しており、2026年４月に更新する予定であります。なお、その概要は次のとおりであります。
イ．被保険者
当社の取締役及び執行役員、当社連結子会社及び当社非連結子会社の取締役及び監査役、並びに、それらの退

任者が被保険者になります。
ロ．被保険者の負担割合
０％

ハ．補填の対象となる保険事故の概要
被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じ

ることのある損害について補填するものです。
ニ．職務執行の適正性が損なわれないようにするための措置
縮小支払割合及び免責金額等を定めております。

④ 取締役の報酬等
イ．役員報酬ポリシー
当社は、2025年４月30日開催の取締役会において、「役員報酬ポリシー」を制定しております。当社の取締

役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、当社の経営理念に基づき、当社グループの持続的な成長及び
中長期的な企業価値向上の実現を目的として、「役員報酬ポリシー」に定める以下の基本方針に則り決定してお
ります。
・経営理念である「安全・安心の提供を通じて社会に貢献する」の実現に向け、経営戦略・ビジョンの達成を促

し、＜okabe＞ブランド価値向上や企業の発展に資すること
・役員が開拓精神をもって創意工夫革新に努力することを促すと同時に、短期・中長期的な業績達成や社会への

貢献を強く動機づけること
・国内・グローバルそれぞれの地域において、優秀な人財を獲得・確保できること
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・ステークホルダーに対する説明責任を果たし、期待に応えられるよう、公正性・透明性・納得性が高いもので
あること

ロ．取締役の報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は、「役員報酬ポリシー」の制定を踏まえ、2025年４月30日開催の取締役会決議に基づき、取締役の個

人別の報酬等の内容に係る決定方針を一部改定しております。当該取締役会の決議に際しては、予め決議する内
容について「指名・報酬委員会（委員の過半数が社外取締役で構成）」へ諮問し、答申を受けております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定さ
れた報酬等の内容が当該決定方針と整合していることや、指名・報酬委員会から答申されていることを確認して
おり、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
ハ．決定方針の内容の概要
当社の取締役の報酬等の額は、株主総会で定められた年額の範囲内で、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の個人別報酬の決定につきましては、取締役会で定める「取締役の個人別の報酬等の内容の決定方針」に
定める基準を適用の上、代表取締役社長執行役員に委任する旨を取締役会の決議により定めております。また、
監査等委員である取締役につきましては監査等委員である取締役の協議により決定しております。

取締役の報酬等の額を決定するにあたっては、手続の透明性及び客観性を確保するため、取締役会の諮問機関
として指名・報酬委員会を設置しており、審議内容が取締役会に答申されております。

なお、執行役員を兼務する取締役の報酬等は、固定報酬、業績連動報酬、譲渡制限付株式報酬（以下「株式報
酬」という。）から構成されており、その割合がおよそ55：30：15となるように設定しております。

当社の業績連動報酬及び株式報酬の仕組みは以下のとおりです。
a．業績連動報酬

当社は、2025年４月30日開催の取締役会の決議により、業績連動報酬の仕組み等について変更しております
が、当事業年度における取締役の報酬等の額は、変更前の方針に基づき決定しております。

（2025年４月30日付変更前）
業績連動報酬の合計金額は、前年度の連結経常利益額の一定水準以下となるように設定されております。当該

指標を採用している理由は、売上高の拡大及びコストの低減により経常利益の改善を推進し、企業価値の向上を
図るためであります。

また、個人別の業績連動報酬は、①連結経常利益額、②営業利益率、③総CO2換算排出量、④個別評価、に基
づき定めるものとします。それぞれの指標を採用した理由については、①当該指標向上に向けた売上高の拡大及
びコストの低減への取組みが企業価値の向上につながるため、②各部門の事業活動と直接的に結びつく指標であ
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り、①の連結経常利益額と組み合わせることで収益性とのバランスを取るため、③当社の主要施策の一つである
脱炭素の進捗を示すものであるため、④各部門の業績や各種施策の進捗等、それぞれの担当部門の状況を報酬に
反映させるため、であります。

（2025年４月30日付変更後）
業績連動報酬の合計金額は、前年度の連結営業利益額の一定水準以下となるように設定されております。当該

指標を採用している理由は、売上高の拡大及びコストの低減により営業利益の改善を推進し、企業価値の向上を
図るためであります。

また、個人別の業績連動報酬は、①連結営業利益額、②営業利益率、③ROE、④総CO2換算排出量、⑤従業
員エンゲージメント、⑥個別評価、に基づき定めるものとします。それぞれの指標を採用した理由については、
①中期経営計画の達成に向けた重要な指標の一つであり、各事業年度の業績目標に対する達成度を示すものであ
るため、②各部門の事業活動と直接的に結びつき、経営効率を示す指標であるため、③中期経営計画の達成に向
けた重要な指標の一つであり、株主価値の向上に繋がるため、④当社の主要施策の一つである脱炭素の進捗を示
すものであるため、⑤多様な人財の活躍や、サステナビリティ経営のさらなる進化を後押しするため、⑥各部門
の業績や各種施策の進捗等、それぞれの担当部門の状況を報酬に反映させるため、であります。

b．株式報酬
中長期的な業績向上のインセンティブ付与による中長期的な企業価値向上、及び株主利益を意識した経営の促

進を目的として、株式報酬を導入しております。
付与対象を取締役（執行役員を兼務しない取締役、社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）とし、

また、譲渡制限の解除の時期は原則として退任時としております。
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区分 報酬等の総額(百万円)
報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる役員の数

(名)固定報酬 業績連動報酬 株式報酬
取締役（監査等委員である
取締役及び社外取締役を除
く。）

209 118 56 34 ７

取締役（監査等委員）
（社外取締役を除く。） 27 22 ５ － ２
社外取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。） 22 22 － － ３

社外取締役（監査等委員） 17 17 － － ４
合計 275 179 61 34 16

ニ．当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 上記には、2025年３月28日開催の第81回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役３名、取締役（監査等委員）１名及び社外取
締役（監査等委員）２名が含まれております。このうち、退任した取締役１名については、同株主総会終結の時をもって取締役を退任
した後、取締役（監査等委員）に就任したため、総額と員数につきましては、取締役在任期間分は取締役に、取締役（監査等委員）在
任期間分は取締役（監査等委員）に含めて記載しております。

２. 上記には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2017年３月30日開催の第73回定時株主総会において、年額450百万円以

内（うち社外取締役分は年額30百万円以内）（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時
点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は８名です。

４. 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2017年３月30日開催の第73回定時株主総会において、年額100百万円以内と決議いただいてお
ります。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は３名です。

５. 取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の株式報酬の限度額は、（注）３.記載の金銭報酬の額とは別枠で、2021年
３月26日開催の第77回定時株主総会決議において年額80百万円以内、当社普通株式の総数として年140,000株以内と決議いただいてお
ります。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の員数は７名です。上記株式報酬に係る
報酬等の総額には、2022年３月30日開催の取締役会及び2023年３月30日開催の取締役会でそれぞれ決議された譲渡制限付株式報酬額
のうち、当事業年度における費用計上額を記載しております。また、当事業年度における交付状況は、「２．（1）⑤当事業年度中に職
務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況」に記載しております。

６. 取締役会は、代表取締役社長執行役員 河瀬博英に対し、各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別報酬の決定を委任して
おります。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役社長執行役員が適
していると判断したためであります。また、委任された内容の決定にあたっては、事前に指名・報酬委員会がその妥当性について確認
しております。
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⑤ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役 長谷川直哉氏は、法政大学人間環境学部人間環境学科の教授、日産東京販売ホールディングス
株式会社の社外取締役、株式会社シルバーライフの社外取締役（監査等委員）であります。なお、当社
と各兼職先との間にはいずれも特別の利害関係はありません。

・取締役 山口畝誉氏は、U・アカデミーの代表、株式会社MCJの社外取締役、株式会社ブロードリーフ
の社外取締役、ブロードメディア株式会社の社外取締役であります。なお、当社と各兼職先との間には
いずれも特別の利害関係はありません。

・取締役（監査等委員）野田弘子氏は、野田公認会計士事務所の代表、プロビティコンサルティング株式
会社の代表取締役、亜細亜大学大学院アジア・国際経営戦略研究科の非常勤講師、エステー株式会社の
社外取締役、三井海洋開発株式会社の社外取締役（監査等委員）、蝶理株式会社の社外取締役（監査等
委員）であります。なお、当社と各兼職先との間にはいずれも特別の利害関係はありません。

・取締役（監査等委員）高橋　均氏は、獨協大学法学部の教授、日置電機株式会社の社外監査役でありま
す。なお、当社と各兼職先との間にはいずれも特別の利害関係はありません。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役
　長 谷 川　直 哉

　当事業年度に開催された取締役会15回のすべてに出席し、主にサステナビリティ経営等を専門
分野とする大学教授としての専門的見地から、当社のSDGs戦略及び経営全般に対して適宜必要
な発言を行うとともに、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行
っております。

取締役
　西　海　和　久

　当事業年度に開催された取締役会15回のすべてに出席し、主に企業経営経験者としての豊富な
経験と高い見識、並びに豊富な業務経験から、経営全般に対して適宜必要な発言を行うととも
に、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

取締役
　山　口　畝　誉

　当事業年度に開催された取締役会15回のうち14回に出席し、主に企業経営経験者としての豊富
な経験と高い見識、並びにICT分野のグローバル企業における豊富な業務経験から、経営全般に
対して適宜必要な発言を行うとともに、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
助言・提言を行っております。

取締役（監査等委員）
　野　田　弘　子

　当事業年度に開催された取締役会15回のすべてに出席し、公認会計士としての専門的知見及び
グローバルに事業展開を行う会社における長年の国際経験を活かし、経営全般に対して適宜必要
な発言を行うとともに、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行
っております。また、当事業年度において開催された監査等委員会14回のすべてに出席し、適宜
必要な発言を行っております。

取締役（監査等委員）
　高　橋　　　均

　2025年３月28日就任以降、当事業年度に開催された取締役会11回のすべてに出席し、主に商
法、会社法、金融商品取引法及び企業法務に精通し、特に海外ガバナンスに関する高い見識並び
に豊富な業務経験から、経営全般に対して適宜必要な発言を行うとともに、取締役会の意思決定
の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。また、当事業年度において同
氏就任以降に開催された監査等委員会10回のすべてに出席し、適宜必要な発言を行っておりま
す。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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（３）剰余金の配当等の決定に関する基本方針
　　 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題として位置づけております。資本効率の重要性を認識する

とともに、財務体質の健全性を維持した上で、業績に応じた利益配分を行うこととし、持続的な成長の実現等に
より中長期にわたる配当水準の安定的な向上を目指すことを基本方針としております。

　　 毎期の配当額は、配当性向40％以上を原則とし、かつ株主資本配当率（DOE）３％以上を目安にしておりま
す。

　　 また、株価の水準と機動的な資本政策等遂行の必要性、財務体質への影響等を考慮した上で、収益力強化とあ
わせた資本構成の最適化によるROEの向上及びPBR１倍超の達成を図るため、総合的に判断して、特別配当の実
施及び自己株式の取得を機動的に実行いたします。

　　 なお、当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。
　　 このような基本方針の下、当期の期末配当につきましては、１株当たり21円（普通配当16円、特別配当５円）

としております。すでに中間配当として１株当たり20円（普通配当15円、特別配当５円）をお支払いしておりま
すので、当期の年間配当は１株当たり41円（普通配当31円、特別配当10円）となり、配当性向は57.1％、DOE
は3.1％になります。

（注）本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

　 連結計算書類

連結貸借対照表（2025年12月31日現在） (単位：百万円)

科目 金額 科目 金額

(資産の部)
流動資産
現金及び預金
受取手形、売掛金及び契約資産
電子記録債権
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
リース資産
建設仮勘定
その他
無形固定資産
のれん
その他
投資その他の資産
投資有価証券
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

繰延資産
社債発行費　

46,777
9,021
13,520
6,872
11,387
1,423
3,367
1,214
△31

38,238
22,373
14,042
1,952
5,287
535
156
400
2,712
1,379
1,332
13,151
9,834
1,788
1,653
△125
15
15　

(負債の部)
流動負債 14,747
支払手形及び買掛金 3,856
電子記録債務 6,212
短期借入金 1,124
未払法人税等 151
その他 3,401

固定負債 8,376
社債 1,750
長期借入金 3,352
繰延税金負債 253
株式給付引当金 205
退職給付に係る負債 1,615
資産除去債務 53
その他 1,147

負債合計 23,124
(純資産の部)
株主資本 54,006
資本金 6,911
資本剰余金 5,983
利益剰余金 42,382
自己株式 △1,271

その他の包括利益累計額 7,882
その他有価証券評価差額金 3,772
為替換算調整勘定 3,937
退職給付に係る調整累計額 173

非支配株主持分 18
純資産合計 61,906

資産合計 85,030 負債純資産合計 85,030

－ 39 －



2026/03/02 11:26:23 / 25282233_岡部株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結損益計算書

連結損益計算書（2025年１月１日から2025年12月31日まで） (単位：百万円)

科目 金額
売上高 69,758
売上原価 48,044
売上総利益 21,714
販売費及び一般管理費 16,951
営業利益 4,762
営業外収益 565
受取利息 45
受取配当金 243
スクラップ売却収入 90
その他 186
営業外費用 246
支払利息 98
投資事業組合運用損 51
保険解約損 38
その他 58
経常利益 5,081
特別利益 316
固定資産売却益 39
投資有価証券売却益 276
特別損失 418
固定資産処分損 93
訴訟等関連費用 42
店舗閉鎖損失 279
その他 2
税金等調整前当期純利益 4,979
法人税、住民税及び事業税 571
法人税等調整額 1,121
当期純利益 3,286
非支配株主に帰属する当期純利益 0
親会社株主に帰属する当期純利益 3,285
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貸借対照表

　 計算書類

貸借対照表（2025年12月31日現在） (単位：百万円)

科目 金額 科目 金額

(資産の部)
流動資産
現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金及び契約資産
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定
その他
無形固定資産
ソフトウェア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長期貸付金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

繰延資産　

30,368
6,233
657
6,385
9,007
4,183
1,100
2,012
1,121
△333
42,215
11,349
6,399
276
893
218
3,030
463
60
7

1,299
296
1,002
29,567
9,317
16,957
661
1,350
1,299
△19
15　

(負債の部)
流動負債 11,417
電子記録債務 6,194
買掛金 2,568
短期借入金 883
未払法人税等 24
その他 1,746

固定負債 8,258
社債 1,750
長期借入金 3,352
株式給付引当金 189
退職給付引当金 1,767
その他の引当金 29
資産除去債務 40
その他 1,129

負債合計 19,676
(純資産の部)
株主資本 49,204
資本金 6,911
資本剰余金 6,039
資本準備金 6,039
利益剰余金 37,524
利益準備金 701
その他利益剰余金 36,823
研究開発積立金 200
圧縮記帳積立金 271
別途積立金 25,900
繰越利益剰余金 10,451

自己株式 △1,271
評価・換算差額等 3,719
その他有価証券評価差額金 3,719

社債発行費 15 純資産合計 52,923
資産合計 72,599 負債純資産合計 72,599
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損益計算書

損益計算書（2025年１月１日から2025年12月31日まで） (単位：百万円)

科目 金額
売上高 45,069
売上原価 31,597
売上総利益 13,471
販売費及び一般管理費 10,717
営業利益 2,754
営業外収益 508
受取利息及び受取配当金 271
スクラップ売却収入 69
受取賃貸料 56
その他 111
営業外費用 184
支払利息 50
シンジケートローン手数料 11
投資事業組合運用損 51
保険解約損 38
その他 32
経常利益 3,078
特別利益 304
固定資産売却益 26
投資有価証券売却益 276
その他 0
特別損失 131
固定資産処分損 89
訴訟等関連費用 42
税引前当期純利益 3,250
法人税、住民税及び事業税 48
法人税等調整額 971
当期純利益 2,231
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連結計算書類に係る会計監査報告

アーク有限責任監査法人
東京オフィス
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員公認会計士 　　植木　一彰

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員公認会計士 　　石嵜　祥平

独立監査人の監査報告書
2026年２月27日

岡部株式会社
取締役会　御中

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、岡部株式会社の2025年１月１日から2025年12月31日までの連結会計年
度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、岡部株式会社及
び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

監査報告書

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不
確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため
に、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監
査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水
準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

アーク有限責任監査法人
東京オフィス
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員公認会計士 　　植木　一彰

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員公認会計士 　　石嵜　祥平

独立監査人の監査報告書
2026年２月27日

岡部株式会社
取締役会　御中

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、岡部株式会社の2025年１月１日から2025年12月31日までの第82
期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類
等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監
査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し
ているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水
準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2025年１月１日から2025年12月31日までの第82期事業年度における取締役の職務の執行を監査いたしまし
た。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基

づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、電話回線又はインターネット等を経由した手段も活用しながら、
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、内部監査部門と連携のうえ、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、国内子会社については子会社の取締役等と意思疎通及び情報交換を図り、必要に応じて事業の報告を受けました。海外
子会社については、当該子会社管掌部門及び当該子会社の取締役等から事業の報告を受け、経営管理の状況を把握いたしまし
た。

②　事業報告の「会社の支配に関する基本方針」に記載されている当社の財務及び事業の方針の決定を支配する在り方に関する
基本方針及び各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果
(1)     事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告　
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は相当であると認めま
す。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株
主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2)     計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人 アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3)     連結計算書類の監査結果
　会計監査人 アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年２月27日

岡部株式会社　監査等委員会
常勤監査等委員 遠　藤　年　誠 ㊞

監 査 等 委 員 野　田　弘　子 ㊞
監 査 等 委 員 高　橋　　　均 ㊞

（注）監査等委員野田弘子及び高橋　均は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主優待制度のご案内
　

当社を応援してくださいます株主様への感謝の意を込め、株主優待を実施させていただきます。
2025年12月31日時点で株主名簿に登録され、かつ、１年以上継続して保有※いただいた株主様を対象にオリジナ

ル・クオカードを次のとおり贈呈しております。

200株以上の株主様：1,000円相当のオリジナル・クオカード

1,000株以上の株主様：2,000円相当のオリジナル・クオカード

5,000株以上の株主様：4,000円相当のオリジナル・クオカード

※2024年12月31日、2025年６月30日、2025年12月31日の当社株主名簿に同一株主番号で連続して記載又は記録されて
いることといたします。

株主メモ
　
事業年度 １月１日〜12月31日

配当金基準日 期末配当
中間配当

12月31日
６月30日

定時株主総会 ３月下旬

株主名簿管理人／
特別口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町１－１
TEL 0120－232－711（通話料無料）

同郵送先 〒137－8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

公告方法 電子公告により行う
公告掲載URL　https://www.okabe.co.jp/
（ただし、電子公告によることができない事

故、その他のやむを得ない事由が生じたと
きは、日本経済新聞に公告いたします。）

　

（ご注意）
１. 株主様の住所変更、配当金の振込みのご指定、単元

未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきまし
ては、口座を開設されている証券会社等にお問い合
わせください。

２. 特別口座に口座をお持ちの株主様の各種お手続きに
つきましては、左記連絡先（三菱UFJ信託銀行証券
代行部）にお問い合わせください。なお、三菱UFJ
信託銀行全国各支店においてもお取次ぎいたしま
す。

３. 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行
本支店でお支払いいたします。

（配当金計算書について）
配当金お支払いの際にご送付しております「配当金計

算書」は、租税特別措置法の規定に基づき作成する「支
払通知書」を兼ねております。配当金をお受取りになっ
た後の配当金額のご確認や確定申告の資料としてご利用
いただけます。

なお、配当金を証券口座でお受取り（株式数比例配分
方式）の株主様は、お取引のある証券会社にお問い合わ
せください。
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地図

株主総会 会場ご案内図

会場での配慮（車椅子のサポート等）が必要な方は、
2026年３月19日（木曜日）までに下記までご連絡く
ださい。経営企画室 03-3624-5119

　

ユニバーサルデザイン（UD）の
考えに基づいた見やすいデザイン
の文字を採用しています。

蔵 前 橋 通 り 至 千葉→

至 千葉→

錦糸小

階段

北 斎 通 り
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ＪＲ総武線　錦 糸 町 駅

太平１ 太平４

錦糸公園前

←至 東京･新宿
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公
園

ガスト 吉野家セブン
イレブン

スーパーホテル＆
ローソン

バーガーキング

すみだ
トリフォニー

ホール
アルカ

ウェスト
アルカ

セントラル

ファミリーマート
２Ｆ

アルカキット
アルカ

イースト

３Ｆ

地下鉄３出口

北口
ロータリー

会 場
東武ホテルレバント東京 ４階「錦」
東京都墨田区錦糸一丁目２番２号
TEL 03－5611－5511

交 通

ＪＲ総武線 「錦糸町」駅下車
北口ロータリーを出て北斎通りを東京方面へ …… 徒歩 約３分

東京メトロ半蔵門線 「錦糸町」駅下車
３出口より地上に出て北斎通りを東京方面へ …… 徒歩 約３分
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